
（別記３） 

 

でん粉原料用かんしょ産地対策事業 

 

第１ 事業の内容 

本事業は、でん粉原料用かんしょ等の生産性向上を目的とした、次に定める取組に

必要な経費を助成するものとする。 

１ 新品種の早期普及 

でん粉原料用かんしょの新品種である「こないしん」、「みちしずく」及び「コガ

ネタイガン」の早期普及を目的としたウイルスフリー苗等の購入・増殖、ほ場での種

いも増殖及び農業者への配布に係る経費等。 

２ ドローン等を使った防除技術の確立 

最新技術の導入により効率的な防除技術を実施するために必要なドローン等の機

械購入費用、当該実証を行うための会議・研修会等開催費、実証ほ設置費及び AI 技

術等を活用した葉色診断等による生育診断システム開発費等。 

３ ほ場の地力対策 

担い手農家等が離農農家等の農地にでん粉原料用かんしょを新たに植え付ける場

合のほ場の土壌条件の整備に必要となる土壌診断費、堆肥及び土壌改良資材の購入

費並びに深耕作業等の委託に必要な経費。 

４ 生分解性マルチの導入促進 

でん粉原料用かんしょに係るマルチはぎ作業の省力化と廃プラスチック処理経費

の削減を目的とした生分解性マルチの購入経費。 

５ かんしょ生産省力機械の導入促進 

かんしょ生産の省力化を図るための農業機械等を導入又はリース導入する場合に

必要な経費。 

（１）事業の対象となる農業機械等 

ア プランター 

イ 防除用機械 

ウ 茎葉裁断機 

エ ハーベスタ 

オ 耕土改良・排水対策用機械 

カ マルチャー 

キ マルチはぎ機 

ク 育苗用機器（苗床造成機、一斉採苗機等） 

ケ 乗用トラクター 

（２）（１）のケの導入については、以下に掲げる要件を全て満たす場合に限るものと

する。 

ア 専ら、でん粉原料用かんしょの生産に使用すること。 

イ （１）のイからキまでに掲げる農業機械のいずれかをけん引するためのもので

あり、当該機械とともに導入すること。 

ウ 導入に係る経費が、同種の機能を有する自走式農業機械と比較して安価であ



ること。 

エ 乗用トラクター規格が、導入を予定する農業機械に対して適切なものである

こと。 

６ 「こないしん」、「みちしずく」及び「コガネタイガン」の生産拡大 

「こないしん」、「みちしずく」及び「コガネタイガン」をでん粉原料用として生

産・出荷するために必要な経費。 

７ 労働負荷軽減対策モデル実証 

でん粉原料用かんしょ生産における作業の集約化及び作業受委託体制の構築に必

要な次のアからエまでの取組に係る費用のうち、別表２に掲げる経費。 

ア 地域における検討会の開催に係る経費 

イ 実証計画（地域で取り組む作業の集約化及び作業受委託に係る体制、成果目標、

委託作業の内容・規模、事業の活用計画等の取組内容を記載したもの）の作成・実

施、分析に係る経費 

ウ 実証結果の普及に係る経費 

エ 実証における作業委託に係る経費 

 

第２ 事業実施主体 

１ 本事業の実施主体は、以下に掲げる者とする。 

なお、農業者はでん粉原料用かんしょの生産に取り組むものとする。 

（１）農業者の組織する団体（代表者の定めがあり、かつ、組織及び運営についての規約

の定めがある団体であって、以下に掲げる者をいう。） 

ア 農業協同組合 

イ 農業協同組合連合会 

ウ 農事組合法人 

エ 農事組合法人以外の農地所有適格法人 

オ 特定農業法人及び特定農業団体 

カ その他農業者の組織する団体 

（２）かんしょでん粉製造事業者 

（３）かんしょでん粉製造事業者の組織する団体 

（４）協議会（農業協同組合、地方公共団体等のでん粉原料用かんしょの生産振興に係る

関係者により組織される団体をいう。） 

（５）公社 

（６）土地改良区 

（７）民間企業 

２ 事業実施主体は実施要領第３に定めるもののほか次に定める基準を満たすものとす

る。 

（１）第１の１から４まで及び６の取組については、１の（１）から（４）の者のみが

実施できるものとする。 

（２）第１の７の取組については、１の（４）の者のみが実施できるものとする。 

（３）１の（４）の者については、農業協同組合、地方公共団体等のでん粉原料用かん

しょの生産振興に係る関係者により組織される団体であって、代表者の定めがあ

り、組織及び運営についての規約があること。 



（４）第１の２の取組を行う場合は受益戸数が３戸以上又は受益農業従事者が５名以上で

あること。 

３ 実施要領第５の２の（２）において定めるチェックシートについては、１の（１）は

別記様式第 10号－１（農業経営体向け）、その他の場合は別記様式第 10号－４（民間

事業者・自治体等向け）を用いるものとする。 

 

第３ 対象となる作物の範囲、成果目標等 

１ 対象となる作物、地域の範囲 

本事業の対象となる作物は、かんしょとする。 

事業実施地区は、でん粉原料用かんしょに係る指定地域（砂糖及びでん粉の価格調

整に関する法律第 33 条第１項の指定地域をいう。）の区域内とする。 

２ 成果目標 

成果目標は、次に掲げる目標から１つ以上設定するものとする。 

（１）作付面積を１％以上増加 

（２）10ａ当たりの総労働時間を 10％以上削減 

（３）10ａ当たりの収量を２％以上増加 

（４）３月植え及び４月植えの作付面積を１％以上増加 

なお、（１）、（３）及び（４）については、でん粉原料用かんしょに限り目標と

して設定することができるものとする。 

３ 目標年度 

目標年度は、第１の１から４まで及び６については、事業実施年度の翌年度、第１

の５及び７については、事業実施年度の翌々年度とする。 

また、複数の取組を行う場合であって、取組の目標年度が異なる場合は、事業実施

年度の翌々年度とする。 

４ 事業実施計画の採択要件 

（１）取組の内容が、事業の目的に合致したものであること。 

（２）取組の内容が、２の成果目標の達成に直結するものであること。 

（３）取組の内容が、事業実施地区が所在する県又は市町村と連携したものであるこ

と。 

（４）取組の内容が、受益地域におけるかんしょの生産性向上に寄与するものであるこ

と。 

（５）事業費に、補助対象外の経費が含まれていないこと。 

（６）事業実施主体の構成員がみどりの食料システム法に基づく環境負荷低減事業活

動実施計画、基盤確立事業実施計画等の認定を受けている場合又は認定を受ける

ことが見込まれる場合は、採択に当たって適切な配慮をするものとする。 

（７）事業を実施する地域において、地域計画（農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年

法律第 65 号）第 19 条に規定する地域計画をいう。）が策定されている場合又は策

定に向けた協議が実施され策定が見込まれている場合は、採択に当たって適切な

配慮をするものとする。 

（８）採択決定通知日までに農業の生産性の向上のためのスマート農業技術の促進に

関する法律（令和６年法律第 63 号）第７条第１項に定める生産方式革新実施計画



の認定を受けている者又は事業終了時までに当該認定を受けることが確実である

者であって、事業実施主体の取組の内容が当該生産方式革新実施計画の内容に合

致している場合は、採択に当たって適切な配慮をするものとする。 

なお、地方農政局長等は、あらかじめ事業申請者に対して、地方農政局長等が自

然災害等、やむを得ない事情があると認めた場合を除き、事業終了時までに当該認

定を受けることができないことが明らかとなった場合においては、事業申請者が

自ら当該事業を取り下げ、中止又は廃止することについて、同意を得るものとする。 

（９）トラクターを導入又はリース導入する場合にあっては、API を自社の web サイ

トや農業データ連携基盤での公開等を通じて、データを連携できる環境を整備して

いるメーカーのものを選定するとともに「補助事業等によって導入する農業機械の

選定について」（令和６年９月 24 日付け文書番号農林水産事務次官依命通知）の

定めるところによることとする（農機データを取得するシステムを備えた製品を製

造していないメーカーについては、これに当たらない。） 

 

第４ 補助対象経費、補助率等 

１ 補助対象経費は次のとおりとする。 

（１）事業の実施に直接必要な経費であって、本事業の対象として明確に区分できるも

のであり、かつ、証拠書類によって金額等が確認できるものとする。また、その経

理に当たっては、ほかの事業等の会計と区分して経理を行うものとする。 

（２）第１の１から４まで、６及び７については、でん粉原料用かんしょの生産に係る

取組のみ対象とする。 

（３）第１の７のエについては、植付作業及び収穫作業に係る委託費とし、収穫作業を

委託した場合は、でん粉工場への出荷作業に係る委託費についても対象に含めるこ

とができる。 

２ 本事業の補助率については、次のとおりとする。 

（１）第１の１から５までの取組 

事業に要した経費の 1/2 以内とする。 

（２）第１の６の取組 

10 アール当たり 7,000 円とする。 

（３）第１の７の取組 

アからウまでについては、10/10 以内とする。 

エについては、1/2 以内とする。 

３ 第１の２、５及び７の取組において農業機械等の導入又はリース導入を行う場合は、

次の基準により補助する。 

（１）補助率は 1/2以内とし、リース導入の場合は、リース物件購入価格（消費税抜き）

の 1/2以内とする。 

（２）本体価格が 50万円以上の農業機械等（アタッチメントを含む。）であること。 

（３）原則、新品であること。ただし、地方農政局長等が必要と認める場合は、中古農

業機械等（法定耐用年数から経過期間を差し引いた残存年数（年単位とし、１年未

満の端数は切り捨てる。）が２年以上の農業機械等をいう。）も対象とすることが

できるものとする。 



（４）本事業においては、「農業用機械施設補助の整理合理化について」（昭和 57 年

４月５日付け 57 予第 401 号農林水産事務次官依命通知）の基準を適用しないも

のとする。 

（５）次の取組に係る経費は、補助対象としないものとする。 

ア 経費の根拠が不明確で履行確認ができない取組に係る経費 

イ 農業以外に使用可能な汎用性の高いものの導入（例：運搬用トラック、フォー

クリフト、ショベルローダー、バックホー、パソコン等）に係る経費 

ウ 国の他の補助金等を受けた（又は受ける予定の）経費 

（６）農業機械等の導入及びリース導入に係る留意事項 

ア 導入及びリース導入共通の留意事項 

（ア）導入等する農業機械等の能力・規模が、受益農業従事者数及び受益面積の範

囲等からみて適正であること。また、補助対象事業費が、実勢価格により算定

されており、その規模については、事業実施に必要最小限なものであること。 

（イ）導入等する農業機械等は、既存の農業機械等の代替となる同種・同能力のも

の（いわゆる更新）ではないこと。 

（ウ）農業機械等の購入先の選定に当たっては、当該農業機械等の希望小売価格を

確認するとともに、自ら、一般競争入札の実施又は複数の業者（原則３者以上）

から見積りを提出させること等により、事業費の低減を図るものとする。 

（エ）導入等する農業機械等について、動産総合保険等の保険（盗難補償及び天災

等に対する補償を必須とする。）に加入することが確実に見込まれること。 

（オ）事業実施主体が、国庫補助事業により農業機械等の導入又はリース導入に対

する支援を受けていた実績がある場合は、当該農業機械等の法定耐用年数の期

間内における当該補助事業の成果目標の達成状況等を十分に考慮するものと

する。 

（カ）受益農家戸数又は受益農業従事者が事業開始後にやむを得ず３戸又は５名に

満たなくなった場合は、新たに受益農家又は受益農業従事者を募ること等によ

り、３戸又は５名以上となるように努めるものとする。 

（キ）事業の管理に当たる責任者が配置されていること。 

（ク）農業機械等の導入又はリース導入を行う事業実施主体は、後継者が確保さ

れているなど、事業の継続性が担保されていること。 

（ケ）スマート農機（トラクター等）、ドローン（ほ場の情報を取得する IoT 機

器搭載機等）等を導入又はリース導入する場合、そのシステムサービスの提

供者が「農業分野における AI・データに関する契約ガイドライン」で対象と

して扱うデータ等を取得するのであれば、事業実施主体（事業実施主体以外

の者に貸し付ける場合にあっては、当該貸付けの対象となる者）は、そのデ

ータ等の保管について、本ガイドラインに準拠した契約を締結するものとす

る。 

（コ）本事業では農機が取得する位置情報及び作業時間等に関するデータ（以下「農

機データ」という。）について、農業者等が当該データを当該農機メーカー以

外のシステムでも利用できるようにするため、農林水産省の補助事業等を活用

してトラクターを購入またはリース・レンタルする場合は、API※を自社の web

サイトや農業データ連携基盤での公開等を通じて、データを連携できる環境を



整備しているメーカーのものを選定することを要件とする。 

※ API（Application Programming Interface）とは、複数のアプリケーション

等を接続（連携）するために必要な仕組みのこと。 

※ なお、トラクターのメーカーのうち、農機データを取得するシステムを備え

た製品を製造していないメーカーについては、今回の要件の対象に当たらない。 

（サ）本事業で導入する農業機械等については、「補助事業等によって導入する農業

機械の選定について」（令和６年９月24日付け６農産第2268号農林水産事務次

官依命通知）の定めるところによる。 

（シ）本事業により導入した農業機械等については、本事業名等を表示するものと

する。 

イ 農業機械等を導入する場合の留意事項 

（ア）農業機械等の利用期間は、法定耐用年数以上とする。 

（イ）事業実施主体は、農業機械等の導入を行った場合は、交付等要綱第 25第３項

に定める財産管理台帳を地方農政局長等に提出するものとする。地方農政局長

等は、事業実施主体から提出のあった財産管理台帳に基づき、財産処分制限期

間中の農業機械等の利用状況を確認するとともに、本事業の適正かつ確実な実

施の確保に努めるものとする。 

（ウ）事業実施主体以外の者に貸し付けることを目的として農業機械等を導入する

場合については、次によるものとする。 

ａ 貸付けの方法、貸付けの対象となる者等については、地方農政局長等と協議

するものとし、当該事項について変更する場合にあっても同様とする。 

ｂ 事業実施主体が賃借料を徴収する場合は、原則として、次の算式により算出

される額以内であることとする。 

事業実施主体負担（事業費－補助金）／当該農業機械等の耐用年数＋年間管理

費 

ｃ 賃借契約は、書面をもって行うこととする。 なお、事業実施主体は、賃借

契約に明記した事項が利用者又は自らと競争関係にある者に制約を加えるこ

とのないよう留意するものとする。 

ウ 農業機械等をリース導入する場合の留意事項 

（ア）農業機械等のリース期間は、事業実施年度から目標年度の間（年単位とし、

１年未満は端数を切り捨てる。）以上で法定耐用年数以内とする。 

（イ）リース料助成額については、次の算式によるものとする。 

リース料助成額＝リース物件購入価格（消費税抜き）×助成率（1/2以内） 

ただし、当該リース物件のリース期間を当該リース物件の法定耐用年数未満

とする場合又はリース期間満了時に残存価格を設定する場合にあっては、その

リース料助成額については、それぞれ次の算式によるものとする。また、当該

リース物件に係るリース期間を当該リース物件の法定耐用年数未満とし、か

つ、リース期間満了時に残存価格を設定する場合にあっては、そのリース料助

成額については、それぞれ次の算式により算出した値のいずれか小さい方とす

る。 

リース料助成額＝リース物件購入価格（消費税抜き）×（リース期間÷法定耐

用年数）×助成率（1/2以内） 



リース料助成額＝（リース物件購入価格（消費税抜き）－残存価格）× 助成

率（1/2以内） 

（ウ）事業実施主体は、本事業について交付決定を受けた後に、リース事業者に機

械を納入する事業者を、一般競争入札の実施又は複数の業者（原則３者以上）

からの見積りにより選定した上で、リース契約を締結するリース事業者及びリ

ース料を決定するものとする。なお、リース事業者の選定にあっては、一般競

争入札等の実施により事業費の低減に努めるものとする。 

（エ）事業実施主体は、（ウ）の選定結果及びリース契約に基づき機械を導入し、

地方農政局長等に対し補助金の申請を行う場合は、借受証及びリース物件の購

入価格を証明する書類等を添付するものとする。 

（オ）事業実施主体は、リース料助成金の支払先としてリース事業者を指定するこ

とができるものとする。 

４ 第１の７の取組による成果物（収穫物）の有償での配布又は目的に反した利用・配

布は原則行わないこととする。ただし、本取組による栽培実証ほの収穫物について、

成分分析・評価等に供さないものが生じ、かつ、それらについて廃棄等による処分に

追加の経費が必要な場合は、それらを本実証ほを管理する農業者等に帰属させ有償

での配布等をできるものとする。 

なお、この場合、第１の７のイに係る経費のうち生産資材費については、実証目的

とは直接関係なく当該作物の栽培に一般的に要する資材に係るものの補助率を 1/2

以内とする。 

５ 補助対象経費の積算等については、「補助事業等の厳正かつ効率的な実施について

及び過大精算等の不当事態の防止について」によるものとする。 

６ 実施要領第６の３に関して、本事業のうち第１の２、５及び７の取組で農業機械等の

導入又はリース導入を除く取組については、次期作に向けた調整作業等に時間を要する

ことから、本実施要領の施行日以降の取組について支援の対象とすることができるもの

とする。 

７ 次に掲げる取組に要する経費は、補助対象外とする。 

（１）国の他の助成事業を通じ、又は地方公共団体その他国以外の者から、現に支援

を受け実施中又は実施予定となっている取組 

（２）学校、試験研究機関等公的機関が作付けしているかんしょを対象とする取組 

（３）砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律第 33 条第１項の規定に基づくでん粉原

料用いも交付金への上乗せ等収入の単なる補てんに当たる取組 

（４）事業実施主体の自己資金又は既に完了している取組 

（５）事業の実施期間中に発生した事故又は災害の処理のための経費 

（６）補助対象経費に掛かる消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

 

第５ 事務手続 

１ 募集方法等 

（１）農産局長は、本事業の事業実施主体を選定するための公募を行おうとする場合

は、あらかじめ、事業公募要領を委員会に諮るものとする。 

（２）地方農政局長等は、当該公募の実施により、応募者から提出のあった事業実施計



画について、事業公募要領に基づき、内容等を審査した上で、農産局に提出するも

のとする。 

   なお、応募者は、事業実施計画の提出を行う場合、あらかじめ、応募者の主たる

受益地区が所在する県又は市町村と調整を図るものとする。 

（３）農産局長は、（２）により地方農政局等から提出された事業実施計画について、

取組の内容及び成果目標が妥当であるか等について、委員会に意見を求め、採択優

先順位の高い順に、予算の範囲内で補助金を交付することが妥当と認められる者を

選定し、その審査結果を地方農政局長等に通知するものとする。 

   なお、委員会による指摘等がある場合は、応募者に指示し、指摘等を反映した事

業実施計画を提出させることができることとするが、この場合にあっては採択優先

順位の変更は行わないものとする。 

（４）地方農政局長等は、（３）による委員会の審査結果について、応募者に対して通

知するものとする。 

２ 事業実施計画の作成及び提出 

１により、地方農政局長等より補助金を交付することが妥当と認められた事業実施

主体は、別記様式第１号により事業実施計画を作成し、地方農政局長等に交付等要綱

第７第１項に定める交付申請書と併せて提出するものとする。 

 


